
事業番号 - - -

（ ）

10,318 1,762 - 3,175

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

交付決定額／交付決定件数

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

災害により被災した公立社
会教育施設を原形に復旧
する

災害復旧交付決定件数
※該当年度に起きた災害に
おいて復旧するとして見込
んだ「当初見込み」欄に計
上した施設に対する交付決
定数を災害発生年度の活
動実績として計上。
※活動実績は復旧する施
設の交付決定後に記載。
※制度上、災害が発生した
年度末に特定地方公共団
体の指定があり、その後に
現地調査を行い、現地調査
に基づいて地方公共団体か
らの交付申請が届き次第、
交付決定を行う。そのため、
原則、年度末に復旧対象施
設が定まることから、毎年
度、繰越が必要な事業と
なっているところ。令和3年
度に起きた災害について
は、順次現地調査を実施
し、交付申請があり次第、
令和4年度中に速やかに交
付決定を行うこととしてい
る。

活動実績 件 46

計算式
百万円/件
数 1,102.9/46 283.3/36 -/-

単位当たり
コスト 百万円 24 8 -

-

活動内容
（アクティビ

ティ）

激甚災害法等に基づき、自治体が設置する公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）の復旧に必要な経費の2/3を補助する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

0.5

令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

公立社会教育施設災害復
旧費補助金

3,174

36 - - -

当初見込み 件 46 39 29 -

令和元年度

公立社会教育施設災害復
旧都道府県事務費交付金

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

19% 81% #DIV/0!

執行率（％） 79% 14% 37%

執行額 1,978 1,433 777

計 3,175

主な増減理由

予算
の状
況

当初予算 - - - -

令和４年度
第２次補正予算

計 2,516 10,095 2,074 3,220

予備費等 - - - -

翌年度へ繰越し ▲ 10,452 ▲ 2,119 ▲ 45 -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

激甚災害法第16条等に基づき、自治体が設置する公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）の復旧に必要な経費の2/3を補助する。また、公
立社会教育施設災害復旧費補助金の執行にかかる都道府県の事務に係る経費を交付する。

実施方法 補助、交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策 - 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下、「激甚災害法」とする。）等に基づき、地震、台風、集中豪雨などの大規模災害により被害
を受けた自治体が設置する公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）の復旧を促進する。

参事官（施設防災担当）
参事官
野口　健

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する
法律第16条

関係する
計画、通知等

-

3,175

前年度から繰越し 2,650 10,452 2,119 45

事業名 公立社会教育施設災害復旧事業 担当部局庁 大臣官房文教施設企画・防災部 作成責任者

事業開始年度 平成24年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0048

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 文部科学省



地方自治体や民間が個別に行うものではなく、国が総合的に
推進していく必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

○
当事業は、激甚災害法に基づき、国が自治体に対して、特別
の財政援助を行うものであり、必要かつ適切な事業。また、豪
雨災害等からの復興に係る事業であり、優先度が高い。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
体育・文化施設等の社会教育施設は、国民の身体的・文化的
活動に必要なものであり、被災した施設を復旧させることにつ
いては、国民からのニーズは十分にある。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

施策 1-5 家庭・地域の教育力の向上

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/index.htm

該当箇所 施策1-5-1～2

達成度 ％ 100 92.3 - - -

代替指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由 定性的な成果目標と令和元年～令和3年度の達成状況・実績

災害により被災した公立社会教育施設を原形に復旧するための経
費を補助する事業であることから、定量的な目標を設定することは
なじまない

災害により被災した自治体が設置する公立社会教育施設の復旧に必要な経
費を補助する

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標

- - -

目標値 施設 46 39 29 - -
災害により被災した公立社
会教育施設を原形に復旧
する。

復旧対象施設に対する復
旧済施設の比率（達成率）
※該当年度に起きた災害に
おいて復旧するとして見込
んだ「目標値」欄に計上した
施設に対する交付決定数を
災害発生年度の成果実績
として計上。
※実績は復旧する施設の
交付決定後に記載。
※制度上、災害が発生した
年度末に特定地方公共団
体の指定があり、その後に
現地調査を行い、現地調査
に基づいて地方公共団体か
らの交付申請が届き次第、
交付決定を行う。そのため、
原則、年度末に復旧対象施
設が定まることから、毎年
度、繰越が必要な事業と
なっているところ。令和3年
度に起きた災害について
は、順次現地調査を実施
し、交付申請があり次第、
令和4年度中に速やかに交
付決定を行ったところ。
※本事業は災害の発生に
応じて対応する事業であり、
中間目標や目標最終年度
を設定することはなじまな
い。

実績 施設 46 36

- - - -

- - - - -

目標値 - - - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

- -

成果実績 -

- -

達成度 ％ -



-

令和3年度 2021 文科 20 0047

令和2年度 文部科学省 0043

平成30年度 0029

令和元年度 文部科学省 0043

平成28年度 0027

平成29年度 0029

平成26年度 0026

平成27年度 0027

平成24年度 -

平成25年度 0028

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○ 被災施設が復旧され、十分に活用されている。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
当初見込んでいた施設で交付申請のあったものについては、
ほぼ全て交付決定をしており、成果実績は成果目標に見合っ
たものとなっていると考えられる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○
被災地域の復旧が適切に行われるよう、被災施設の原状復
旧を目的とした補助事業として実施しており、実効性の高い事
業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
当初見込んでいた施設で交付申請のあったものについては、
ほぼ全て交付決定をしており、活動実績は見込みに見合った
ものとなっていると考えられる。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
財務省立会のもと厳格な現地調査により事業経費を査定して
おり、受益者との負担関係が妥当なものとなるよう努めてい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
事業計画の変更や事業費精査等を行ったことにより予定を下
回ったこと等が主な理由である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐
被災した施設毎に復旧内容が異なることから、単位当たりコス
トの水準を求めることがなじまない。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
財務省立会のもと厳格な現地調査により事業経費を査定して
おり、受益者との負担関係が妥当なものとなるよう努めてい
る。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

補助金の交付決定に当たっては、事業経費の費目・使途の内
容を厳正に審査するなど、その必要性について適切にチェッ
クを行っているところである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

新型コロナウイルスの感染拡大による影響に伴い、技術者の
確保に困難をきたし、工事の中断を余儀なくされる等で工期を
延長せざるを得ず、年度内に事業を完了することが困難と
なったため。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
現地調査実施に当たっては、被災地の状況も踏まえつつ、な
るべく複数施設をまとめて調査するなど、効率化に努めてい
る。



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

計 0 計 0

事務費
都道府県教育委員会が法定受託事務を処
理するために必要な経費

-

C.- D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 311 計 259

費　目 使　途
金　額

(百万円）

災害復旧費
復旧工事費（本工事費、附帯工事費、設備
費等）

311 災害復旧費
復旧工事費（本工事費、附帯工事費、設備
費等）

259

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.熊本県 B.熊本市

費　目 使　途
金　額

(百万円）

文部科学省
777百万円

※繰越分（令和元年度補正／令和2年度補正第3次補正）777百万円を含む

公立社会教育施設の災害復旧事業実施に必要な経費を

支出

（B）特定地方公共団体（1県29市町村）

777百万円

公立社会教育施設の災害復旧事業の実施

補助金の交付

支出委任

（Ａ）公立社会教育施設災害復旧費補助金

特定地方公共団体のある都道府県（9県）

777百万円

都道府県教育委員会が災害復旧補助の実施に関する事務

を処理するために必要な経費

交付

（Ｃ）公立社会教育施設災害復旧都道府県事務費交付金

特定地方公共団体のある都道府県（-都道府県）

-百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - -
災害復旧事業に関する事
務

- 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 熊本県 7000020430005
公立社会教育施設災害復
旧

16 補助金等交付 - - -

- -

9 福島県新地町 5000020075612
公立社会教育施設災害復
旧

17 補助金等交付 - -

- - -

8 高知県安芸市 6000020392031
公立社会教育施設災害復
旧

17 補助金等交付 -

7 熊本県芦北町 5000020434825
公立社会教育施設災害復
旧

24 補助金等交付

-

6 群馬県神流町 8000020103675
公立社会教育施設災害復
旧

29 補助金等交付 - - -

- -

5 福岡県大牟田市 8000020402028
公立社会教育施設災害復
旧

54 補助金等交付 - -

- - -

4 福島県相馬市 7000020072095
公立社会教育施設災害復
旧

62 補助金等交付 -

3 長野県嬬恋村 4000020104256
公立社会教育施設災害復
旧

94 補助金等交付

-

2 長野県佐久市 2000020202177
公立社会教育施設災害復
旧

142 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 熊本県熊本市 9000020431001
公立社会教育施設災害復
旧

259 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

9 広島県 7000020340006
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

2 その他 - - -

- -

8 宮城県 8000020040002
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

4 その他 - -

- - -

7 大分県 1000020440001
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

11 その他 -

6 高知県 5000020390003
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

17 その他

-

5 福岡県 6000020400009
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

75 その他 - - -

- -

4 福島県 7000020070009
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

90 その他 - -

- - -

3 群馬県 7000020100005
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

126 その他 -

2 長野県 1000020200000
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

141 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 熊本県 7000020430005
公立社会教育施設災害復
旧（支出委任）

311 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


	補正予算レビューシート

